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はしがき・海外品業開発財団は旦林省の委託を受けて 、 「殷林業開発協
カ現地総合七ンタ ー 設置の為の基礎調査」を昭和 4 8年度事

業として行ない 、 その調査の結果は報告書と して 11/t林省匹提出

．
 

した。調査はイント・・ーネジア、 マレージア及びクイの三カ国匠わ

たって行ったが、特にインドネジアの外領に重点を置いた。こ

の海外位 業 ニーースではその報告書の内のインドネジア外領開

発の部分を、一部省略絹集のうえ 、ここ に転載することとした。

なお、調査団は当財団の岩田理事長を団長とし、下 記 1 3人

を以て組戟された。報告 書の執箪及び編集は主として当財団大

戸専務理事が当った。
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団 員 名 簿

氏名 属

田喜 雄 ＇
海外艤業開発財団理事長

藤

日本興業鋭行参事役

渡航先及期間

イソドネツア・マVーツア・クイ

8月 6日～8月20日

インドネジア・マレージア・クイ、

8月 6日～8月13日

インドネジア・マレージア・タイ、

8月 6日～8月30日

小栂康

日本FA0協会理事長

呉地開発檄械公団理事

三井物産株式会社

悔外被業開発財団専務理事

、海外藤業開発財団登録技術者
永万吉

＇海外 品業開発財団事務局員
欽次郎

橋清
海外晨業開発財団確保技術者

8月 7日～8月23日

インドネジ了

8月 7日～ 8月21日

インドネジア・マレージア・タイ、

8月 6日～8月30日

インドネジア・タイ

8月 7日～8月30日

イソドネツア

8月 8日～9月11日

イソドネツア

8月15日～9月 5日

イソドネツア・マレージア

8月12日～9月 8日

インドネジア

8月 6日～8月20日

インドネジア

8月12日～9月 9日

． 

． 

インドネジア・マレージア・クイ、
海外農業開発財団確保技術者 I

8月 3日～ 8月25日
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1． 外領涵業開発の意義

インドネジアの人口配分のアソパランス、すなわち、ジャワ匠於ける極

端な人口過密と、外領における過疎は、今後のインドネジアの憐業開発を

進める上での基本的な問題である。下表匠示す如く、インドネ、ンア全国の

人口密度は平方粁当り 59人であるが、総人口の約 7 0％が総面積の 7% 

に当る、ジャワ厄住んでいるため、ジャワの人口密度は 56 0人であるのに

対し、外領は 1千人であり、外領の中でも西イリアンの如きは 2人という

世界でも稀な過疎である。

表ー1. 地域別人口密度

地 城
面 ．積 人 口 平方粁当

（平方粁） (1 0 0 0人） り密度

・Jave, Madura and Bali 139,667 78,220. 560 

Snmatra 52 4,0 9 7 20,820 39 

Kali man "!;an 550,203 5,108 ， 

Sulawesi 229,108 8,333 37 

Nusa Tenggara & Maiku 1 5 4.3 0 4 8,577 36 

West Irian 4 21, 9 8 1 923 2 

計 2,019,360 119,182 59 

参 考 〔日 本〕 372,000 104.3 28 2 80 

'ヽ
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股業上の自然条件から見れば、 インドネジアは「世界中で最も恵まれた国

の一つである」 (R~p or t of FAO Survey T・e3,m to Indonesia, 1967) 

と言わ れるが、土地の利用度を見ると 、総面積 20 0万平方粁の内、晟業に

利用されている面秩（以下便宣上、耕地面積という 、 ）は、 1, 4 0 0万ヘク

ター）レ（ 14,0 0 0平方粁）で耕地率は 7％である。 （日本の耕地率約 ,5%)。

ところが、 この耕地率を、ジャワと外領匹分けて見ると 、 ジャワの耕地率は46 

伶、外領の耕地率は僅匹 4％である。

ジャワ島は既に過度の耕地化匠よる土膜侵蝕、洪水な どの問題が起き てい

ると共匹、極端な零細怪営、 きわめて複雑な土地所有関係、数百万の「土地

なき展民」の存在が品業生産性の発展を妨げている。 一方外領の耕地率が僅

かvc:4偽ということは、そこにたぉ、広大な 開発可能地が存在することを物語

っている。

さて、こ のよう vc広大な未開発地を有する外領の自然条件を見る と、その

全域が熱帯圏に這入るが、気候（特匹降雨） 、地形、地質植生は斉ーではな

く、島匹より又、同じ島の中でも地域匠よりかなりの変異がある。例えば地

'質上か ら概論すれば、スマトラは 、ノャワ島 と同じようた火山岩の背梁山脈を

持ち、火山岩た由来する土質が多いが、その他の外領諸島での地質は堆積構

造 (Sedentary For!llation)が多い。気候的匹は地域的渦度差 よりも 標

高たよる温度差が大きい。年間降雨盆では、 5,0 0 0 ill. ID (西スマ トラ）か

ら1,5 DO m..m (チモール 島 ）というような大きな地域差があるが、昼業上

煎要な降雨の季節分布では、雨期、乾期の差のあ るスラ ベッ匹対し、カリマ

ソタン、西イリアソでは季節差の少い降雨林型である。固じ島の中 でも、 西

スマ トラ は熱帯降雨林型であるのた対し、南ス マトラでは雨期、乾期の別が

あるへ

このよう〖、自然条件たヴァラエティのあることは、種々の異った作物を

夫々の適地で栽培 しうる ことを 意味する。その ことは又、開発計画の作成匹

当っては、こ れら自然条件の組合せ匠 より、 適作物及びその栽培 ・管理方式
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を考えねばならぬこと匹なる。この点を誤ると、我国の企業がセラム島で砂

糖生産を企図 して失敗した事例のようなこと匹なる。

以上のよう匹開発の可能性の大きい外領で、どの程度耕地面秋を増加 しう

るかという推定は、殆ど為されていないが、世銀農業調査団は、 スマトラ・

カリマンタン及びスラペ、ンだけでほほ 1,5 0 0万乃至 2,0 0 0万ヘクタール

が開発可能と推定している。世銀調査団（註）は更匹上記の地城の内、南ス

マトラ（ランポンを含む） ・南スラペツ及び南東カリマソクンを早期開発優

先地域として挙げている。

ここでは上記の早期開発優先地城及び北スマトラ、西スマトラを対象とし

たので、以下匹夫々の地域の概況を記し、更匠、 外領開発と密接な関連のあ

る国内移住 (Tranaruignation)の現況を述べる。

園世銀のインドネジア晨業調査は 19 7 2年の 2~ 3月妬わたり 12人

の専門家チーム妬より行われた。報告需は未公表であるが、 インドネ、ン

ァ批業全般匠 ついてのほう大且つ充実した資料である。報告書作成の段

階で京都大学本岡武教授は、ワジントンの世銀本部匹招かれて第一次草

案につきコメントを求められた。また、海外憐業開発財団大戸専務理事

は 19 7 2年 11月、ジャカルタ 9ておいて最終草案匠ついてのコメントを

求められた。

． 2. 地域 別 祝 況
(1) ラン ポ ン

ランポンはスマトラ島の最南端の州で、スンダ海峡をへだてて、ジャ

ワ烏匹近接している。面和 3.3万乎方粁、人口 2 6 7万である。近年、

開発が急速匠進みつ ＼あり 、 それ冗伴い、ジャワからの流入匠よる人口の

増加が顕著である ...,

ランボンの投業匠つい ては、既妬数多くの日本の調査団匹よっ て調査

が行なはれ、 夫々報告書が作られているので、 この報告では軍複を避け
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るが、主要晨産物は米、 トウモロコジ、カッサパ等の食糧作物、 ゴム、

コジ ョー、コーヒー等の商品作物である。営品形態 としては国営 エステ

：ート（ゴム、パーム） がーカ所と、若干の民間ゴムエステートがある外

は、圧倒的た住民晨業で、その主要作物は下表の如 くである。

表'-2． ラソポン州住民品業主要作物作付面積（ 19 7 0年）

（単位ヘクタール）

水・ 稲 7 8! 9 1 8 

陸 稲 1 2 3, 3 3 6 

トウモロコジ 6 4, 5 6 ? 

力 ツ サ ，，＜ 3 4, 8 6 8 

コ ヒ 53,556 

コ シ／ ヨ ウ 3 4. 1 0 0 

・ココナッ ツ 37,450 

ゴ＊ ム 1 6, 9 8 0 

9
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ラソ ボジは外領の中で最も•ジャワた近い地域であるため 、 戦前からジ

ャワの過剰人口対策と して の移住 と結びつけた品業開発が行な われ、

,: 1 9 2 0年代にはオランダ植民政府が南部 ラソ ポン県タラ ンパダン匠灌

祇施設を造成して、 ジャワ人を組織的匹入植させている。また、 19 3 5 

年匹は中部ラソポソのメトロ周辺匹約 2万ヘクタールの水田が造成され 又

． 
た。

戦後のイソドネジア政府による移住入植事業匠おいてもランポンが最

大の受 入地となっており 、 （後述） 19 5 2年から 19 7 0年末在で（て

約 53, 0 0 0家族 (22万人）が入植 した。

戦前の植民政府匠よる入植 事業は、上記のよう匠、灌漑施設の造成 と

組合わせて行なわれたのた対し、戦後の入植者の多くは水利施設のない
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原野冗入植して、 自らの手で開拓 して陸稲、 トウモ ロコジ、 カッサ バな

どの自給食糧を生産して、辛うじて生活を維持するというのが多く 、ま

た、 多くの離脱者も出ている。ランポン州では、先住のランポン人はコ

ジョー、・コーヒーなどの商品作物を生産し、 移住、ジャワ人は米、 トウモ

ロコ、ン等の食糧1乍物を生産している。

近年ラソポンで注目を集めているのは、 日本企業の合弁花よる輸出向

品作物の生産事業（開発翰入）と、その刺激効果く波及効果である。そ

の先駆をなしたのは三井物産の合弁事業、 ミツゴロであり、（これら日本

企業冗ついては本誌に既厄紹介されているので記述を省略する）。

これら日本企業に刺激されて、最近では現地資本匹よるトウモロコジ

等の生産企業が続出し、下記の如く、日本企業も含めて 1 1社た及んで

いる。

● 

企 業 名 主 作 物 コンセッジョン面積

ミツゴロ （三井合弁） メ イ ズ 5,5 0 0 (1,500) 

ダヤイトー（伊藤忠合弁） メ イ ス・ 10,00 0 (80 0) 

ジンガラガ メ イ ス・ 5,000 

ダヤカリア メ イ ス・ 2p00 

シ／ ナ ス メ イ ズ 1•.500 

ダルマラ 夕 ビ オ 力 4.00 0 

ジャヤテイ 夕 ピ オ 力 2DOO 
..｝. 、.．• 

スナラバンジャ 夕 ピ オ 力 5 0 0 0 -・. 
＇・・←

プログレッツィプ 夕 ビ＇ オ 力 5poa 

ィ，．ントラータ（三菱合弁） ヒ マ ヽ ローセル 10,00 0 (1,100) 

ラコッ 夕 コジョー、 コー ヒー 一 8,000 

（ ）内は開 こん済み面積
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もともと 、 エステートたよる塁業生産事業は、 ゴム、 パーム、茶等の

永年作物の植栽方式として発展したもので、米、 トウモロコジ等の食糧

作物の生産は専ら、住民昴業によって行なわれていたものであるが、ラ

ソポソ州匹おいて、 トウモロコンのエステート方式による生産事業が こ

のよう匹急速匹発展 したことの理由として、次のようたことが考えられ

る。

(i) ゴムやパームなどの所請プランテージョン作物と異り 、 トウモロコ

ツの栽培では、労働の季節的繁閑が大であり、迪常のエステートの如

く周年専成の労務者をかかえることは不利であり、必要な時期た近傍

から日仰い労務を調達できることが必要である。⑮ 前述の如く、ラ

ンボソでは早くから、ジャワからの入植屁家が定住していたので、こ

れが日儲い労務の給源となった。

岨 ミツゴロ燐埠は年問（ 19 7 1年）延ぺ 27,000人の日給労

務者を阿っている。

(ii) 投園の開設冗← より 雇儲檄会が増大 したことが刺激となり 、 ジャワ島

からの移民が促進され、周辺の入植晨家が増加し、労務調達を更iて有

利にした。これらの入植は、政府の移住入植事業としてではなく、個

々の屈民の自発的流入 (Apon-taneous Migra "ti on)であったが、

ラソポンはジャワ冗近接していることが、その流入を容易にしている。

Oii） 既述の如くイソドネジアでは米価の地域差が大きく、米価の高い地

域では労恨が高い。米価の地城差の要因は夫々の地域匹おける米の自

給度であるが、 ラソポン州では前述のよう匠早くから灌漑施設を持つ

水田が造成されており、更（て近年では、第一次五ケ年計画冗よる灌漑

事業の実施で水田面蹟が増加 しているので、 未だ完全な自給たは達し

ていないが、かなり高い自給度であり、従って、米価労賃も比較的匹

低い。

ラソポソ州内匠は、なお未利用のアラソア ラン草原が広大匹任り 、

-8-
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今後も、 トウモロコジ等の耕地拡大の余地は大差いと言われたが、そ

れらの未利用地の開発のため匹は、道路の建設、整備が必要であらう。

また前記のようた、エステート方式によ る輸出同トウモロ コジの生産

事業が成立つためには、低廉な 労働力が必要であり 、それを可能なら

しめるため〖は、 増大する人口を支える米の州内生産の増大が必要で

ある。

道路については近く 着 工される日本政府の贅本協力匹よるメーズ道

路の開設は、既存のミツゴロ控場の輸送費を軽減するのみならず、更

に沿道の開発を促進するであろうし、また計画中の世銀援助冗よるス

マトラ・ハイウェイ は更に大き い開発効果を持つであろう。 19 6 0 

年代匹おけるクイ 固のトウモロコジの飛躍的増産が、アメリカ及び世

銀の援助に よる道路の建設匹負うところが最も大であ った と同様のこ

とがランポー州冗おいて胡待される。更匹、 日本の資本協力によるペ

ンジャン 港の改修酪備、ジャワとラソ ポソと の間の フェリーの増強も

計画されている。

米の増産匹つ I^ ては、イソ ドネジア政府は第一次五ケ年計画匠おい

てランポンを外領の米増産の重点地区の一つとしてプングールウクラ、

スプティ河などの約 6万ヘクタールの濯漑計画をすすめているが、 我

国と しても同州における米の増産が前記の ように、 トウモロコ・ン等の

開発翰入の条件を為すもので あることから、米の妍産匹対する資本協

カ、技術協力を積極的に進める ぺきであろう。

¥2) 北スマトラ

北スマトラは周知の如く、エステート晟業の中心として、 , 9世紀末

から 20世紀応かけてオラソ、ダ人たよって 開発された地域で、現任で も、

この州からのゴム、パーム油などの翰出が インドネツアの翰出の大きな

ウエイ トを 占め ている。
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北スマトラ州の面積は約 7万平方粁、人口 約 65 0万である。エステ

ートが集中して いるのは マラッカ海峡匹面する巾約 40粁、 長さ約 24 0 

粁の平坦地（西部地城 ）である。

(i)平坦地の試業

この地帯は降雨誠が適当 で、 年間降雨最が比較的平均してい ること、

しかも 年 々同じような傾同を示し、 極端な早天の少ない こと、日 照は

比較的多 く、 気温な ども 極端な琺さがないことなど、 気象条件匹恵ま
‘`― ~、 -

れている 上に土地が平坦で肥沃であるこ となど、イ ソ ドネ ジアの中で

も最も 必業に適 した地帯であろう 3 （別表 ．降雨記録(1)参照 ）

蜆 在企業的品場の面積は次のようである。

． 
ha 

国 営 駐 場 20 8,98 1.34  

外国 資本 袋 場 9 7, 0 0 0. 0 0 

ノに 弁 会 社 3 6, 0 0 0. 0 0 

メロ 計 3 4 1, 9 8 1. 3 4 

（ 

作物別内 訳

ゴ ム ． 
オイルパーム

ク ＇ ノ‘ コ

力

茶

ヵ オ

ha 

1 8 2, 4 8 8. 7 6 

1 3 1, 8 4 6. D 4 

1 3, D D 0. D 0 

1 3, 2 9 2. 9 5 

1, 3 5 3. 5 7 

合 計 3 4 1, 9 8 1. 3 4 
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(il) 高原地帯の溢業

『` •I’.. •• 海岸沿いの平野部匠対 し、 トパ湖を中心とした高原地帯匹は エステ

‘ ；一t．は存任せず、 品業は専ら住民燥業 である。この高原地帯は北はプ

、i'・：： ラス タギー、 南はタル ツングに至る巾約 2D粁、長さ約 14 D粁のお

およそ 28万ヘクタールで、標高 1,D D D~1, 3 0 D米である。 この

高原地のいくつかの地点たついては我が国の民間ベ ース の調査が行な

われ、さた、園捺閉発株式会社 （協同飼料の子会社 ）がこの地城でト

ウモロコッ、 タパコ、牧草の試作をはじめており 、また、三井物産が

登蚕の試作を行っているなど、民間の 関心が強いので、この地域の状

況をや 詳ヽし く述ぺると次の如くである。

(a) 気候

日中気温の最低は 13度、叢高 23度であるから、 気温的には温

帯といえるが、温帯設業と異るところは、種子を播 く期間、収稜す

る期間が夫々 6カ月ぐらいの巾を持っており 、従って、作付体系の

逐択の巾が広い という利点があ る。降雨の祉及びその季節分布もか

なり良いようであるが、‘流水は 少ないから、水利の必要な岱業は没

蝕谷の底部花限られる。

(b) 地形、 植生

この商原は一般匠ゆるやかな波状地形を成 し、所たよってはかな

り深い浸蝕谷やはげしい起伏も ある。大森林は無 く、 大部分は芝や

アラソアラン、わらび葬、灌木などである。

（C) 土 壌

主として火山灰土壌で土層は深い。深耕 して有摂初、燐酸肥料を

施せば、 生産力は高いと思われる。士壌中た直径 1~2 71l1Rぐらいの

ガラス状の石英粒が多く見られるので、 騒機具の消耗が早いことが

予想される。
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(d) Jill:用地

この高原地帯は無人の広野ではなく、幹線道路沿いは殆 ど耕作され

ている。また、波状地形の底部はすで妬耕作されていると ころが多い。

従っ て、ーケ所匠まとま つ1t広い土地を取得する場合は補償問題が伴

うであろう。

le)住民

住民はパクック族 であり、大部分はキリ スト 教徒である。この種族

は頭脳が良く 、勤勉な種族 として知られている。

lf)作物

米（水稲及び陸稲）、 トウモロコ 、ン、カッサパなどの食糧作物のほ

か、馬鈴惑、レ タス、 キャペツ等の濫帯野菜が栽培され、首都メダン'

のみならず、 ツンガポー）レ紀まで出荷される。ま1tタパコ、コーヒ ー

（アラピカ種）などの商品作物も栽培されている。

トウ モ ロコ・ン も自給食糧と して栽培されてい るが、気温が低いため

ジャワやラソポンなど匹比して生育日数が長いから、開発綸入の見地

からの企業的生産の場合匹は不利な条件となる。

(3) 西スマトラ

西スマト ラ（ 近接する メソタワイ 島を含む ）の総面校は 4.2, 0 0 0乎

方粁（九州とほぼ同じ） 、 その約 15伶が既耕地であるから、耕地率は

外領では高い方である。 人 口密度も平方粁当り 64人 と外領としては惹

いが、州内 でも 地区た よる密度差が大きく 、水田地帯ではむしろ過密で

ある。

設作物は米が主体 で年約 8 0万 トソを生産し、・州内需要をみたしてた

ぉ 7~ 8万トソの余剰がある。米の収晶は品種 (PB-5,PB-8)、
施肥の普及冗 より 近年急速た高まっ てい る。

米以外の食糧作物と して は トウモロコ 、ン、カッサバもあるが憐民の自
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給程度でその生産量は少い。

商品作物としてはゴム、コーヒー、ナッツメッグ、丁字、コプラ、砂

糖、コジョウがある。この州の、ンナモン（ニッケ）は品質が良いので世

界的匹有名である。最近日本企業がアパカの栽培を企画している。

西スマトラの悌業開発で見逃せないもの匠西独の社力事業がある。

西独政府は、憐業開発協力として 19 6 8年から、同州のタナ、ダク

-Jレ県を中心とするタニマムール計画匹協力して、地域開発銀行 (Bank

Perribangunan Daerah)を通ずる肥料の供与とそれに伴う技術協力を

行ったほか、病害虫防除、 リン ゴ栽培の技術指導及び崖業開発計画の基

礎となる晨村調査を実施した。

また、この政府協力と併行して、 ドイツ企業 AHT (Agrar und 

Hydrotechnic)が同州厄おけるピマス ・ゴトソロヨン計画冗協力した。

現任、ドイツ人専門家 13人が駐在して、次の諸事業匹従事 している。

(i)農事放送

Buki t Tingi trc.普及中央事務所を設け、 ，所の峨か、州内

4カ所口放送施設を持つ普及センダーを設け、 褪事放送を行い、各村

匹 10~2 0人づつの恨民グループを組織して、 艤事放送 を中心とし

て技術研修。

(jj) Padan 及び Bukit tingiの晟学校建設冗対する協力。

(iii) 実験、展示開場

開楊の規模は従来は 0.1ヘクター）レ程度であったが、本年からは 4

ヘクタール程度にする予定。対象作物は肉牛、乳牛飼育、馬鈴籍、大

豆、稲、野菜、 カッサバ、甘庶。

(IV) 艤 村 調奢

ポン大学の教授を中心とする調査チーム匹より憐村社会構造、土地

所有、；人口の流出入などの社会面を主と した調査が行なわれた。

以上の政府協力のほか本年 (19 7 5年）になってから、約 50人
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のドイツ人調査団が同州を訪れ、州の北部地方に約3万ヘクタール、

，，幻 ソパンミンビー、スンゲイダレー地区冗約 2万ヘクタールの コンセ

ッジョンを得たと言われる。このコンセッジョンに何を栽培するかは

不明である。この西独の事例は政府協力が先行し、それによって土地、

作物、社会条件等について充分な情報を得てから、民間企業が進出す

るという点で、ランポソ州冗おける日本の協力と正反対の頃序である。

西スマトラの住民殻業は米作が主体であるが、エステー ト品業匠つ

いては戦前にはゴム、ココ椰子、茶、キナ等のエステートが 2 6あっ

たが、現在操業 しているものは 5エステート にすぎない。その最大の

ものはクリンチ山麗のカ ュアロ茶園で約 1,2 0 0ヘクタール、現在オ

ラソダの技術協力匹よって挽業している。

戦前のエステートの中匠は再開の動きもあり 、その一つとしてペコ

ニナ (Pecconina)燥園では日本企業（大昌産業）の協力たよる緑

茶及ぴラミー栽培を再建準備計画 して いる。この昴園は首都バダンか

ら 15 0粁の距離で、 標高約 1,0 0 0米である。コンセッジョン面積

は 1,3 0 0ヘククールで現在 25 0ヘクタ_Jレ匠茶が植えてある。こ

のほか、新規の事業として日本企業グラスマンのアパカの植栽、吉田

産業の挫蚕事業の計画がある。後者はパダン匠近いパヤカソボー

(PaY a KaillbOe)で桑の試作をしている。

西スマトラのエステ ート 袖業はス マトラ縦貫ハイウェイが通ずれば

立地的冗極め て有利とな り、今後の発展が期待できる。 西独の民間企

業が 5万ヘクタールという広大なコンセッジョンを取得 したのも、こ

の見透 し冗立ったもの であろ う。

スマトラ 縦貰ハイウェイは北スマトラのメダンとランポン州のツー

ルクペトンを結ぶ約 2,4 0 0粁の区間を、主として既存道路の修復、

拡張によりスマトラを南北に貫通する幹線道路とする計画である。建

設費 4.9 0 0万ドルのうち、外貨分 3,4 0 0万ドルについては第二世

-1 4-

． 

． 



． 

． 

銀の融資が予定さ れている()

この計画は全区間を8区分して 19 6 5年 9月より藩工予定のもの

であったが、諸事情で延引し、その中この西スマト ラ地区が今年既た

殖 工し、 2年後 の 19 7 5年 9月(I(Padangの東 Sidjundjungより

南東下して Lubuklinggau 迄開通す るとの 事である。

(4) 南カリマンタン

カリマンタン 島（旧称ボルネオ）はイリアン（旧称ニューギニア） 妬

ついで大平洋上の最大の島である。島の総面積 74万平方粁で あるがそ

の内 54万乎方粁がインドネジア領である。イソドネジア領は西、中央、

東、南の四州 vc分れており 、南 カリマソタソは面積では一番小さな州で、

面積 37,660平方粁である。

南カリマソタンの人口は 17 3万で、 人口密要は平方粁当 り 47人で、

カリマンタソ四州の内では一番高い。

地勢は州東部の僅かの山岳、丘陵地 を除いて は州全体が殆 ど平坦で、

州内を貫流する バリト 河は 上流 10 0粁の首都パソジェルマジンまで航

行が可能であり 、同市の標高は僅か 0.5米である。

南カリマンタンは鹿知の如く林業の中心地で、 1 9 6 8年以降外国企

業 （日本、 聰国、 フィリヒツ、アメリカ、 マレージア）たよる伐採事業

が急速忙進んでいる。脚州の森林面柘は約 15 0ヘクタールと 推定され

て し^るが、 既K 1 0 0万ヘクターJレ匹及ぶ伐採権 （コンセッジ ョソ）が

これらの会社匹与えられている。こ の林業プー ムは当然匠州内の所得増

加と林業労務者の流入花よる人口増加とにより 、米の需要を培大させ、

この州の米1而はジャカルタよりも高くイソドネ、ンア諸地域の内で最高で

ある。

このような高米価は地元の米の増産を刺激するかと考えられるが、後

述するこの州の米作の形体では、高価格匹対応して急速に増産を図るこ
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とが困難である。むしろ、林菜が地元労働力を吸収するので、品業にお

ける労働力（田植、刈取作業）の濯倫労賃の上昇が糾•業紀はマイナスの

ファクターとさえなるっ刈取作業匹侃われた者は、その者が刈取った籾

の何割かを現物で受取るのがイソドネ・ンアの習慣であり 、 ジャワでは大

体点を刈取人 (bawon)が買うのであるが、最近の南カリマンクン では

実（re..}という高率匠なっている 由である。

南カリマ：／タンの岱業の主体は米であり 、 商品作物としては ゴム があ

る。ゴムは国有憐園 8,0 0 0ヘクタール、似民生産が約 8,6 0 0ヘクタ

ー）レある。しかし、同州のゴムは老木が多く 、改植しなけ れば今後減産

してゆくであろうのゴム以外の商品作物として、コ コ椰子、丁字、コシ／

ョウ、 コーヒー、 カボック等もあるが、その生産は伍少である。南カリ

マソタソの今後の殿業開発の方向としては米の増産、老朽、荒廃ゴム園

の改項、復旧及び森林跡地の涵業開発があるが、 その中でも米の増産が

緊急た必要である。

この州匹おいても 19 6 5年以来、 BIMAS方式匹よる米の収益培加

の努力が為されたが、殆ん ど成果が無かった。 これば、この州の米作は

ジャワの米作 と著しく 異っ ているので、ジャワの稲作を基準た して作っ

た BIMAS方式が現地に適応しなかった為であるn

南カリ マソタンの稲作匠は地勢た よって次の種別がある。

(j) Sawabara只、約 86, 0 0 0ヘククール丘陵や山麗地帯で自然降雨

だけ妃頼る水田稲作、生育期間 7~ 8カ月。

(jj) Sawa tiruur、 37,000ヘクタール、深水田でイカダの上た泥を

乗せて作った苗代で育苗 し、二度移植する。生育期間 5~ 6ヶ月。

(ijj) Sawa Pasang-surut l tidal rice field¥ 8 0, 0 0 0ヘクタ

ール、感潮地域水田で 3回移植、生育期間 9~1 0ヶ月。

dv) 陸稲畑、 '.Z 9, 0 0 0ヘククール、

上記のうちこの州の邑も特徴的な稲作は(2)と（3）であるので、その若干
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の事例を記すと次の通り である。

(j) Anjir Pasar地区

この地区はパンゼJレマジンより 10 Kmの距離で、 Serapar,運河冗

沿っ ている。 St:1rapat運河は延長2.8 Km、 巾 40m、水深 2~3m 

はある。

この地区は 7つのカンポン（部落）からなり 、 1 2, 6 0 0ヘクター

Jレあり 、人口は 12, 6 5 0人である。一戸当り平均耕作面積は約 2ヘ

クタ ール、水田の区画は巾 58m、長さは非常匠長い。品種はほとん

どが在来種である。

稲の生育期間は長く 、下種後 1カ月で一回目の移植、 さらにニカ月

して本田移植を行い、 約 6カ月で収穫する。本田の棺付時期は 2~ 4 

月、収穫は 8~1  0月。収量は入植当時は籾で 3トソ／ヘクタールで

あったが、現在は 2.1 トン程度である。

(jj) Tan bon運河、 Purwosari地区

この地区の Kecama "tan 管下しては 28,900ヘクタールあり 、 1 

戸当り耕作面積は約 5ヘクタール。 Coeonu r,と水田と人力製材が主

要な収入内容である。

1_7年前冗、ジャワから移住 し、 運河から両側 5畑の範囲はすべて開

堅さ れている。高い所には Coconut;を植え、低い所は水田となって

おり、面積の比率は Coconut;より水田の方が多い。 （平均して水田

3ヘクターJレ、 Coconut 2ヘクターJレ程度）。単位面積当たりの収

入は、水田でも Coconutでも同じ程度で あるとのこと であった。

水田の喘は 60m程度であるが、 長さは非常た長い。籾の収骸は約

2トン／ヘクタール、籾の価格は 10 Kr;当たり 45 0 Jレビャ、白米は

1リットル 80ルピヤである。キャッサパは 1幼 20ルビャ、 Coconut 

は h吟籾 15 0本程度を植付け、 約7年で、 1カ月乎均 5箇程の実が

収復できる。
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(iiil Basarang地区

この地区は延長約 20キロの Basarang運河匠沿 う泥炭地である。

~ 9 6 1年入植、 約12年経過 したところである。面秒は約 25平方

キロ、 7 0 5家族、 3 8 3 6人が住んでいる。 Bali島お よび、ジャ ワ

からの移住者が多いn

土地は 1戸当り水田 2ヘクタール、果樹や屋敷地として 1/4ヘク タ

ール、合計 2'/4ヘク タールが標準である。

田植えの方式、骰具等は前の Serapat迎河 と同椋である。田植の

時期は 1---;-3月、収穫は 6~ 1 0月、収巖は籾で 1,5 トソ／ヘクター

＾ Jレ。ここでも水 田は耕起 しな い。耕起すると泥炭地であるため、下か

ら強い酸が出て、かえってよくないとのことであった。

ここでは稲の収穫後生育期間 3カ月のとうも ろこしを栽培する人が

あり、かなりの収遠があるとの ことであった。（ 17X 17mから

3 0 0~4 0 0穂のとうもろこしが とれる） 。この地区の特徴は ココ

ナットやキャッサパや稲が雄然 と混ずり合って植えてある ことで、い

か匹も移住前にせまい所匠住んでいたという 感じが強い。

南カリマソ 7 ソは人口が少な く労力不足であるたかかわらず、その

煤業の主体である稲作は、上述のよう冗極めて労働躾約的である。し

か し、 労働集約的であるのた、反当 り収醤は高 くない。すなわち、労

働の生産性が極め て低いという こと たな る。

この松本的な原因は、言 うまでもなく土地基盤である。今浚、こ の

州の米の均産の為匠は相当大規模な灌涸排水事業が必要である。

南 カリマ ソク ソを貰流するパ リト河流域にダムや運河を作っ て、舟

航、発電、農業の開発を図ろ うという構想は、すでに 19 4 5年たハ

ッタ副大統領及び南 スラペ、ン州知事 (PangeranMaha皿 1ad Noor)  

によって樹てられ、後V(Noor知事が中央政府の公共事業大臣冗就任

してからは、同大臣が国際啜関や先進諸国を腔訪して、 この計画に対
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する援助を求め1to このパリト河開発構想は、

(a) 本流のしゅんせつ匹よる舟航の改善

(b) パンゼルマジンとサンビット（中部カリマソタン州）を結ぶ運河

（約 20 0粁）を掘削し、運河沿いの約 20万ヘクタールを水田化

する。

lC) 支流リアム河 VL2カ所、ネガ ラ河（てら力所のダムを構築する。

以上の諸プロゼク ト匹よ り約 45万ヘクタールの水田造成と、 30 

万キロワットの発鼈ができるという大構想である。

この大梱想の実現の第一歩が日本の協力［てよるリアムカナソのダム

・建設で、 それは当初は賠償プロゼクト、 後匹政府資金協力（プロゼク

卜融資 ）として行なわれた。 1 9 6 4年た着工、 1 9 6 9年た仮締切

．り、 1 9 7 2年た主ダムが完成 し1t。ダムの貯水岱は 12億．m3、 3台

の発雷威で2万 Kw の発恥能力がある。（使用水祉 30m")。

珀任はパソジェルマ、ンン市の 送配罵能力が不足のため日中で 1,7 0 0 

~1, t3 0 0 Kw、 ピーク 時でも 4.0 0 0 Kw しか発罵 していない。放

水最は平時で 50~ 6 0 InJ/ s9C、降雨時には 100m3/s印となる

が、 これを湘i説た利用するため花は、下流匠取水ダムを建殴する必要

がある。これ↓てついてはア、ジア開発開発銀行の融船が考えられている

ようである。 :. 

なおパリト流域の 虎発計画冗つい ては、日 本の校術吼力〖よる調査

が行なわれており 、 1 9 7 1年 0TC  Aの報告囲が出されていて、こ

の地域の由発実施の上（て貴菫な基礎資和となっている。

（5) 南スラペシ

(i)擬業概況

南スベラジは北スマトラとならんで、外領中では最も開発の進んだ

州といえる。北スマトラがプラソテージョン（ゴム・オイルパーム・
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茶等）を中心に開発されたのた対し、南スラベ ・ン は袋民器業匠よる米

作中心の開発であってことは対匪的である。

南スラベジの総面積 63,000 平方キロ（九州 • 四国の合計たほぽ

等しい） 、人口は 55 0万人で、人口密度は 87人と 外領の中 では密

度の高い方である。地嬰は山地が多 く（全州の約 70 %)耕地面積当

りの人口密度は外頷中で最も高い。

骰業は殆 ど所請保民駐業で、米作のほかトウモロコジ・カッサパ等

の食糧作物があり 、食糧生産は州内の需要を充足し、 余剰が他の地域

へ移出されている。憐民匹よるコーヒー ・コ プラの生産もあり 、諭出 ~ 
もされているがその数盤は大きくない。プランテージョンはゴム ・タ

パコのエステートが若干あるだけである。

米作低民の経営規模は小さく、 1 9 6 3年のセソサス で見ると、水

田 (Sawah)の面積 43万ヘクタールの所有者の 5 7 %は 0.5ヘク タ

ール以下の小規模で、約 60 oJ,が自作、残余が小作である。

同州の品業開発は主として米の均産に同けられて来たが、近年では

米のほかトウモロコッ、落花生その他の畑作物及び径述する芥蚕の振

興匹も意欲を示している。

この州の紺業開発で注目すぺきことは、州政府が相当自 主性をもっ

て骸業昆発を推進していることである。 1 9 6 3年匠は、州政府が米

増産運動を強力匹展開して相当の効果をあげた。 19 6 5 - 6 6年匹

は中央政府の事業としてのピマス計画が実施されたが、これは中央か

ら供給される 殷薬の 入荷が遅延したため虫害（メイ虫）の発生で失敗

したが、翌 67年匠州政府の事業 （同州の Hasanudin大学儀学部と

共同事業）として行ったピマスは、一部病害の発生応よる失敗はあっ

たが、計画地城の平均反収 4.5トンとか なりの成果をあげている。な

ぉ、そのとき州政府はフィリビンの国際稲作センター (LRRI)から、

中央政府を経由せず直接匹 IR-5及び IR-8を導入している。こ
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の州政府の自主的な 屁業甜発の努力の注目すべきものとして、南スラ

ペジ地域器業研究セン、クーの設侶があるの で以下匹紹介する。

(ii) 地域盤業研究センター

(South Sulavesi Regional AgricuJ ture Centdr ) 

インドネ、ンアの船業省の試験研究は強度匠中央集確的で、ボゴー）レ

の中央試験塩匹渠中され、地域試験は極めて弱体であるが、南スラベ

ジの地域農業研究センタ ーは、農業省所管の最初の且つ現在では唯一

の地域試券場である。

このセンタ 一致置の経緯をたどると、州政府が前記の米増産計画を

実施する紀際 し、 同州の忌業部長 (Ins-oec tor of Agr i cul t.ure) 

Mr. Sainudin を日本匹送って、 米作改良の方法を研究させたが、

その際同氏は日本の農林省の地域炭業試験を視察 し、食糧増産のため

：はスラベジにも、このような地域試験塀の設置が必要であることを

痛感し、州政府中央政府陀進言する と共匹、 IRRI及びオラソダ政

府からの援助をとりつけて、よ うやく実現の運びとなり、調査団が訪

れたとき匹は、主要建物（本部及び実験室 ）の外装が完成 し、 設備取

付中であり 、圃場では水路の整備がほぼ完成していた。建物及び圃場

の設計、 監督はIR R Iから派遣されたフィリヒツ人技師が当ってお
り、 試験プログラムの 作成 もIR R iの土壌専門家（国府系中匡I人）

が行っており、・稲虫害専門家のオ ランダ人が近々着任する こと であっ

た。

このセンタ ーの所仕地は首都 Udjung Pandan l旧称 マカッ サル ）

と空港との中間匹位置するが、 ここから少し離れた台地たある既存の

畑作試験地、その他州内数グ所の既存試験地も このセソクーの傘下に

這入ることたなる。

前記州農業部長Mr.Sainudin は、 このセソター匠稲病害、燐業

普及 ・畑作物栽培 ・農業汲械，．園芸等の日本人専門家を入れ度い希望
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を持っており 、特に稲病害は この地城の米増産上の大きな問題であり、

且つボゴールの中央試験場では稲病害研究は岩田博士を 団長とする日

本人チームが掌握しているから、地域試験揚妬も日本人専門家を置け

ばボゴールとの連絡も緊密に保てるという考えである。 （虫害・匹つい

てオランダ人専門家を入れているのもボゴ＿ルの虫害研究がオランダ

チーム妬よって行われているからである。

Oii） 淡業開発計画

南スベラジの晟業開発としては、従来は前記のよう匠米作た主力が

楢かれ、て来た。既存水田の収益増大については、 なお努力が続けられ

るであろうし、前記地域設業セソターはこの点でも 有効な役割を演ず

るであろう。更た米た関しては、未開発地での入植たよる増反が計画

されている。

イソドネ・ンア政府は、また、南スラペ・ン州の中央部匠あるテソペ湖

周辺の 15, 0 0 0ヘクタールを対象匠灌漑及び洪水防御匠よる米作の

安定とトウモ ロコジ等の開発を計画 しており、それ匠ついての日 本政

府の協力を要請している。

米以外の作物の開発匹ついては、世銀援助によ る畜産開発が進めら

れており、既たアメリカの企業が肉牛生産事業を行っている。インド

ネ・ンアでの肉牛生産は口蹄疫の問題があるが、南スラペ ・ンに駐在して

いる FA0の家畜衛生専門家の言たよる と、 同州では 19 6 3年以降

は口蹄疫発生の記録は無い由であり 、現任、 なお調査中とのことであ

る。

同州の中央部（ ソッペソ県、 ジンカ ン県） は近年急速に接蚕が発達

し、現任、南スベ ラ、ンはインドネ、ンアの生糸生産量（約 17 0トン）

の 7割を生産している。インドネ、ンア政府は務蚕振興匹日本の政府及

び民間の協力を要望 して おり、既に日本政府に調査団の派遣を要請し

てい るが、 日本政府から何等の応答がないので、国連 (FA O)に頼
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もう としているようである。

わが国の民問撻業協力と しては、 ジソドラップ県ベ ン ドロ（て日本企

業（ トーメソ）との合弁のスラベン燥産株式会社が 19 7 0年以来約

2 0 0ヘクタールの設場で、 カッサバ、 落花生等の試険栽培を行って

いる。をた、 ボネ匹おいては、 日本の資本協力（経済協力基金 ）たよ

る精糖工場及び 4.o o a'ヘ クタールの甘庶炭園の閉設がす ヽめられて

いる。この工場は 19 6 5年匹チェコスロパキアの援助によって始め

られ、エ埠沓槻材が首都ウジュソパンダソ（旧称マカ ッサル）まで辿

ばれて来た＾その後、計画が中止となっていたものを、 日本の協力た

よっ て進めること匠なり 、基金船資 (36 0万ドル）は補充吸材の甜

入及びコソサルタント、サー ピス匠充て られる。工場及び晨園の所有

と経営は、 固営pNpであり 、 指導は日本工営が行なっ ている。現在

9人の日本人技術者が指導匹当っており、 1 9 7 5年から操業を開始

する予定花なっ ている。

政府は南スベラジ州内にポネのほか更に 4カ所の製糖工場建設を言t

画しており、その内 3カ所匹ついては日本企業、 1カ所してついてはア

メリカ企業と合弁の 話があ る由である。

3. 外領開発の方式と作物

A.開発方式

外領の擬業開発方式たは、(1)プランテージョ ン方式、＼2）謀民入植方式

(Sattleman t)及び、(3)両者の組合せ万式が考えられる。

(1) プランテージョソ方式たよる甜発は、経営王体（民営又は国営）が

賢本を投入し、労務者を傭って開拓する方式であり 、 戦前の外領開発

は殆 ど専ら この方式であった。ゴム ・オイルパ ームなどの樹不性作物

は この方式に適するの であるが、ラン ホ ンたおげるミツゴロ は、一年

生作物たるト ウモロコジを プラソテージ ョソで閑発 した蝦初の例であ
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る。

輸出商品作物はゴム ・オイ ルパーム ・茶など、生産地での処理、加

工を要し、そのための施設を持ち、栽培から処理加工ま で一貰した作

業 として行わねばならぬから、プラソ テージョンのようた統一したマ

ネージメソトの下匹行 うのが能率的であり 、従ってプラン テージョン

は今後の外領開発た大きな役割を演ずるであろう。

然 し、プラソテー ツョソを新匹外領ではじめる場合、多額の初期沓

本を要するか らその 代金については、 長期低利資金の借入匠ついて世

銀その他の援助的金融措置が必要であると 共匹、 プラソテージョン匠

民間企業を誘致するための投貧環境の改善、将紀道路 ・港消等のイソ

フラストラクチャー匹対する公共投資が必忌である。

(::!) 入植万式は既述の Transruigra"t;ion計画冗よって行われているが、

それはシ’ャワの．遇刹人口の斎没和とい うこと が王眼で開発効果と いう点

が考栢、され ていなか った＂ 発想を転換 して、外領開発とい う目 的のた

めにジ ャワからマンパワ ーを導入すると＼へう見地から入植事業を考え

ると、 次のような改巷が必要であるっ

Transruigre."t;ion VCよ・る入植では、一炭家当り画ー的に 2ヘクタ

ー）レ・の土地が与えられる。これは食糀自給の可能な面秒であると共

た、 自塚労力 と手泣具で経鴬しうる限度 と考えられた ものであろう。

土地が少な く労慟力過剌の、ジャワとは反対匹、外領では土地が豊富

で労働力か足 りないのであるから、 閉発 という見地か らすれは、一農

家妃割当 てる土地はでき るだけ大き くすぺきであり 、それを可能なら

しめ るのは、労力の少く てすむ作物の選定及び汲械利用等による省力

栽培である。

この点から世銀禅査国は、初期投質・（特応釦既施設建設費 ）が大で

且つ労力多消費の米1乍よりも 、畑1乍、畜産、 樹木作物の生産の方が経

済性が高い こと を指摘 し、 現仕までイソドネジア政府が取っ て来た米
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作を中心とする移住入植方式を改めることを勧告している。

水田稲作は初期投資が大であるから経済性の低いことは、世銀調査

団の指摘を持つまでもない ことであるが、イソドネジア政府は米の増

産匹煤業生産の最誼点を杷いて来ており、外領匹おける水田面積の拡

大は、米増産という匡I家政策から進められているものであるへまた、

戊冗述ぺたよう死、 ラソポソ州匠おける叢近の急速な畑作特匹綸出向

けトウモロコジの増産を可能ならしめた雷要な要素の一つとして、届I

州では戦前から灌砥水田の造成匠よる米作移住者の入栢が•あり 、 米の

自給度が比較的高かったということから見ても、外領匠おける米の増

産はその地域における他の商品作物の開発の上からも必要である。 勿

論、 この埠合でも、経済性 を無祝すべきものではなく 、できるだけ経

済性の高い方法で米増産を図るべきであることは言うまでもない。

(3) 組合せ方式 （中核エステート方式一 Neucleous Estate) 

上記のフランテ＿ジョソ方式と入栢方式を組合せる方式は、近年ア

フリカやマレーツアの一部で行われて成功している方式である。この

方式では、 エステートを中心として 、その周辺匠屎民を入植せしめ、

エステートはその直営設忠での生産 ・加工 ・処理のみならず、周辺談

民匠対する営淡指導、生産資材の提供を行うと共匠その生産物を収買

する（一種の特約栽培）。この方式の場合のプラソテージョソを

Neucleous Plantationという。

ラソ 、``ンのミツゴロ燐塀は、 プランテーツ．ョン方式であるが周辺坦

民のトウモロ コンを収買している点で、： やや•この方式匠近いといえる勺

B. 外領開発の対象となる作物

外領た．おける晨業弱発は如何なる作物をとり入れて進めるべきか匠つ

いては、地域による自然条作の差によっ下異るか、 次のような諸作物が

主1tるものとして考えられる。
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(1) 米

既述のようた米の均産は インドネツアの浪業政策の最重点となっ て

いるから、外領開発匹おいても対象とされる作物で ある。

(2) トウモロコッ

人口の少ない外領におい て、 、 トウモ ロコジは食粗としてよ りは論

出用 とし て重要な作物となるであろう。（点発翰入 前出 ）

(3) キャッサ パ、 大豆、落花生

これらの一年生畑作物 (Field crop)は何れも国内食粍として生

産されているが、開発翰入の見地から外領での生産匹適したものであ

る。

キャッサ パの収稜面積及び生産は次表の如 くであり 、 プラジJレた次

ぐ大生産国で、生産醤は約 1,0 0 0万トンであるが、峨出は殴粉

(flower)、チップを合せて 30~ 5 0万トソ程度であり 、 クイ国

が 20 0万トソ弱の生産の中から 10 0万トソ以上の翰出をしている

のと対象的である。

次表に示すよう匹、 インドネジアのキャッサパの大部分はジャワ島

で生産されているが、近年ランホツ州では翰出を目的とするキャッサ

パの企業的栽培が増えている。（ 前出 ）

表ー 3. キャッサパの収穫面稜及び生産盤

面積（単位ヘクタール） 生産（単位 1,0 0 0トソ ）

1 9 6 9 1, 4 6 7, 1 4 5 1 1, 0 3 4 

(1, 1 4 4. 9 9 2) （ 8, 2 5 1) 

1 9 7 0 1, 3 9 8, D 7 D 1 0, 4 7 8 

(1, 0 9 4. 0 8 9) （ 8,003) 

1 9 7 1 1, 4 0 6, 0 9 3 1 0, 6 8 9 

(1, 1 0 1, 0 2 2), （ 8,074) 

註 （ ）内はジ ャワの数字
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上の表で見ると 、収量はヘクタール当り 7トン程度であ る。現在は

マ＇農民の自給食糧用が主で、 棋行栽培で技術の改良が殆 ど行われていた

い 6 ただし、 ジャワではタビオカと府、他の作物が間作されることが多い

バごともヘクタール当 り収量の低い原因である。

FA  0 資料匠 よれば品種の改良及び施肥匹よ り 30 - 40~ ン の収

鏃を上げることも 困難でないとのことである。

大豆及び落花生もタピオカと届1様匹固内消費が主であり 、且つ、人

口の多い 、ジャワ冗生産がかたよっ ている。

表ー 4. 大豆及び落花生の収稜面積及び生産蜃

大 豆 落 花 生

面 積 ． 生 産． 面 秋 生 産

（単位芯巴lレ） （単位 1,00 国~) （ 洋位 1POO ） （単位 1poo屯）
ー・ 笠タブレ

1 9 6 9 5 5 3 3 ~ 9 3 7 2 2 7 6 

(4 7 6) (2 9 0) 

1 9 7 0 6 8 6 3 9 1 4 0 0 3 0 1 

(5 9 8) (2 9 8) 

1 9 7 1 6 3-0 4 2 2 4 1 3 2 9 9 

、 (.52 9) 

｀ 
(3 1 7) 

註 （ ）内は、ジャワの数字

．
 

大豆及び落花生の固内需給は近年増加し・ているようで、国内価格の

上昇が目立っている。

(4) 砂糖

周知のごと く、 戦前の、ジャワ匹は 17 7の製糖工場があり 、年間約

3 0 0万トソの砂糖を生涯し、 キューパ匠次ぐ砂糖生産地であったが、

戦後の衰退がはなはだしく 、現在 55工場 （内 48は国営 ）で、 白糖

の生産猿は 70~8 0 万トンである。 • この外に農民の 自家生産による

粗糖が 15~2 0万 トンあ るが、両者を合せても国内消燥を賄えず、
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不足分を餘入 して いる。 (19 7 1年の嬌入濶 15万トン ）

戦前の インドネジア（ 面印 ）のエステート 企業の内で、戦後の衰退

の最も甚しいのが糖業である が、これはゴム、バーム などのエステー

ト作物が北スマ トラ 等の外領で行われていたのに対 し、砂糖のエステ

ー トは、ジャ ワ匹集中 していたため、 戦中及び戦後の食粗不足から米、

トウモロコジ等の食租作物冗転換さ れたため である。

ィン ドネジアが砂糖の自給を達成するため匹は、人口増加及び所得

同上に よる一人当消牲拭 （現在年間7.9 2 Kg)の増加を見込めば、数

十万 トソの増産 をせねばならない。 このため紀は、従来のように砂糖

生産を、ジャ ワ匹簗中せず、外領たおけ る面積の増加を必要である。

世銀の協力匹よって、 1 9 7 1年兄行われたイ ンドネツ ア砂紬調査

（註： IndoneSianSugar Study によれば、こ の調査は Tate

and Lyle Technical Service Ltd.とBrookers Agricultural 

and Technical Servicos Ltd.の二つのコソサルタソト会社

委託 して 10数人の専問琢たより 18ヶ月匹わたっ て行われた。 ）匹

よれば、外領匹おける甘庶作物面積の増加を約 4万ヘクタールと見込

み、その適地として南スラペジ及びチモールをあげている。（南スラ

ウェツの砂糖増産匠ついては前出）

(5) ゴム

ゴムはイソドネジアの全農地面積の 10佑を占め、生産の大部分は

輸出される。 1 9 7 0年たはイソドネ、ンアの輪出総額の 21%、澁産

物輸出額の 55％を占めている。

戦前のゴム生産は大部分エステート煤業であったが、戦後はエステ

ートが減り、個人晟家 lSmall no lder)の生産が増加した。 19 7 0 

年匹では品家のゴム園が 1B o万ヘクター）レ、エ ステート炭園が 50 

万ヘクタ ールである。しか し、 点家のゴム園は生産怯が低いので、 生

産捨では是家生産が 57万 トンであり 、エス テートの生産が 80万 ト
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ンである。

外領匠は数多くの荒廃ゴム園が存任するので、これらの復旧或はオ

イル ・パーム ヘの転換が外領開発の一つの対象となる。

世銀のイソドネジアた対する援助たおいては、 外領匹おけるゴム~I

の復旧及びパームヘの転換のための融資が大きなウェイ トを占めてい

(6) 

る。

オイル ・パーム

．
 

オイル ・パームは典型的なエステート作物であり 、戦前は専ら欧米

（特匹オラソダ）の企業が所有、経営するエステー トで生産されてい

た。戦前はオ ラソダ人所有のエステートはすぺて国有化されたので、

現在のインドネ・ンアのオイノレ ・パームの生産の大部分は国有 エステー

ト(PNP)VCよって行われており、それ以外では外国企業（オラン

ダ以外の欧米諸国）のエステートがある。ゴムの掲合と異な り、個人

農業 (Slllallholder)たよる生産は殆どない。エステートはすべて

スマトラ厄集中している。オイ）レ ・パームのエステー トの総面積は

126,000ヘクター）レ (19 7 1年）であるが、 生産面和 (Productive

-area) は ~ 6,000 ヘクタールである。バーム ・ オイルの生産試は

約 2 1万トンで、そのうち国有エステートの生産屈が 17万トンであ

． る。イソドネツア政府はオイル ・パームの大巾な増産を窒ん でおり 、第
一次 5ケ年計画では 50％の増産を計画 したが、第二次 5ゲ年計画匹

おいて も引きつづき増産が飼られ るであろう。ここ数年来、世銀の融

代及びその融資冗含まれた外人専問家の指導による固有パーム ・エス

テートの拡大及びゴム001(/)パームヘの転換が進んでいる。外領開発の

見地からみる と、 現任オイル ・バーム生産の集中してい る北スマトラ

以外匠、新しく固営又は民営冗よこェステー トを中心とし｛、集辺た

入植者を入れてパーム樹を栽培される核エステート方式 （前出）が良
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いと思われる。しかしふ•オイル ・ バームの栽培匹は年間平均した降雨

が必要であるから、その適地は南カリマンタン、西イリアソなど1疋限

られるであろう。

. (7) ココ椰子

ココ桐子は、インドネ、ンア全土たわたって梢えられている。 、生産

の多いのは、ジャワ、 リアウ lRi au)、南スマトラ、北スラウェジであ

る。全国の作付面積約 16 o_万ヘクタールで、 面積でけ米匹次ぐ作物

．である。

ココ椰子の油は住民の油程資洒として重要であり、また、その乾燥

果肉（コブラ）は主要な輸出品産物である。ペーム椰子が専らエステ

ート作物であるのと対距的匹ココ椰子の栽培ばすべて澁民である。

ココ椰子の生産は 10釈年匹わたって停荊的であり、政府の燐産政

策もない。しかし、 1 9 6 8年以降、地方市場匹おける ココ 椰子（果

実）及び椰子油の価格が他の商品以上冗値上りをつづけていることか

ら見て、固四需要が伸び ているものと思われる。この内需・の把 大は、

食用沖としての 希要培及び国内の石けん 浪造原科 としての需要埒であ

る。

(8) 茶、コーヒー、 コジ ョウ

li〉茶

戦前匹はインドネ・ンアは世界第三位の茶の酷出国で・らったが

(1 9 3 9年の輪出菌 72, 0 0 0 トソ）、戦中、戦後匠かけて茶園

面積は半減した。しかし、その後新しい茶困の開発も起り、 1 9 7 1 

年たは約 65. 0 0 0ヘクタールのエステート茶園と 33,000ヘク

タールの成民の栽培とがあり、 4 6, 0 0 0 トソ紅茶と 24. 0 0 0 ト

ンの緑茶の生産がある。紅茶は翰出され、緑茶は国内で消投される。

紅茶の品質は下級で外固市埠でも安値である。

最近日本企業で 日本同けの緑茶生産をは じめていることは前述し
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た。

(II) コーヒー

戦前はジャワ ・コ＿ 1:::.ーの 名で知られていたインドネジアのコー

ヒーも 、生産の停滞、世界的な過剌生産たより 、現在では振はない。

ゴムと同様、戦後はエステート生産が衰退し、珪任の生産の主力は

品民生産である。エステート生産は殆ど東部ヽジャワ及び中部、ジャワ

匠、集中しているが、製民生産はランポンその他の外領で行なわれて

い沿。イソドネヽンアのコーヒー生産の将来v'1:ついては、 余り発歴の

見込みはないという見解が強く 、 いくつかの固営エステートはココ

アヘ転換している。インドネジアで生産されるコーヒーは低地で栽

培でぎるロプスク一種であるが、 1, 0 0 0~1, 2 0 0 0米の高地妬

おけるアラピカコーヒーの栽培は高地閲発の一つの方法と考えられ

る。、

(JIi)コジョウ

戦前匹はインドネ ・ンア (I日蘭印）のコジョウの輸出は約 6万トン

で、世界の総供給磁の．80％を占めたが、戦時中の日本占領中にコ

ジョウエステートの大部分は他作物へ転換したっしかし、戦後比較

的早く回復し、 1 9 6 7年、 19 6 8年花は 5万トンた達したが、

その後、急激匠減少して 19 7 1年には約 15, 0 0 0トソであった。

この大板産の原因は病害であると 言われている。

コジョウの主産地はラソホンとパカン島であり、前者では黒コジ

ョウ、後者では白コジョウが生産される。その他、南スマトラ、ジ

ャワ、カリマンタソ、スラウェジでも少贔づつ栽培されている。

イソドネジアのコジョウ栽培は病害対策、栽培法の改善、流通檄

構の改善等により、なお増産の余地はあり、かつ、給出市場も充分

吸収力があると思われる。

(9) 繊維作物
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(j)棉

イソドネツアの棉の栽培は東、シャワ (Assa[!Jbugus近辺）で約

1, 0 0 0ヘクタール、 ロソポック島で約 80 0ヘクタールある程度

のもので、棉花需要の殆どすぺては輸入匹頼っている。同国の紡摂

業は 18工場 (38万粋）あり、年間の原料所要整は約 10万ペー

ルである。

タイ国が過去 10年間匹、紡組業の発展 と平行して、政府の奨励

政策匹よって急速に棉花の生産を増大したことを考えると 、 イソド

ネジアにおいても棉花生産を拡大する可能性があると思われる。

川）ロ セ・ ル

ローゼ）レ (Hibiscus Sabdaffira)は ケナフと同属で麻袋原

料と して用いられる。

国営 エステートで 6,7 5 0ヘクター）レ栽培されている bまか、袋民

匹よる栽培も若干ある。

イソドネツアでは米、砂糊、コーヒ ー、コプラなどの輸送、楳管

のためた大量の麻袋を必要とするが、国内の生産では足りないので、

製品又は原科を輪入 している。今後、同国の麻袋需要は益々培える

であろうから、外領開発と閣連して増産すぺき作物であろう。

4 国内移住 (Transmigration)

ll) 目的と現状

ジャワの過剰人口を外領た移住させて、一方に於てジャワ匠おける人

口過剰を緩和すると共は、その移住人口の労働力で外領を開発しようと

するのが国内移住 (Transmigration)である。

戦前のオ ラソダ植民時代匹は外領、特た北スマト ラのブラソテーツ ョ

ソ企業が、；；ャワから労働者を僻うのが移住の主流であった、・ 1 _ 9 0 0年

代初期からは、オランダ植民政府の事業としてジャワの過密庭村の森民
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を南スマトラ匹入植者として移住させることが行われ、 1 9 4 D年まで

た約 4万家族が入植した、）彼等はプランテージョンの労働者としてでは

なく、政府から無償で与えられた土地を甜拓 して自営煤民として定箔し

た。

． 
戦後は、 プラソテージョンの衰退たより 、 プラソテージョソ労働者の

移住は激減し、 近年では更に禄械化陀よる経営合理化のためプランテー

ジョン労働の需要が減少したため、逆妃北スマトラの労働者の、ジャワへ

の帰住という逆の人口移動が生じている。

北スマ トラのプラソテージョンた代って、 1 9 6 5年頃からはカ リマ

ンタン匹おける森林伐採企業が、ゾャワから曲い入れる労勁者の移住が増

加しているが、賊後の移住は、労働者としての移住よりは、入植点民の

移住が主流となっている。入植移住たは国の移住9F業冗よるもの (Public

t rangmigra ti on)と、政府の補助を 受けず任意妬移住するもの

(Spontaneous migration)とがあり、数匠おいては後・苫の方が多

ぃ。

．
 

政府の移住事業（な 19 ~ 0年からはじめられた。この 事業の所管は何

回かの変せんの後、 1 9 6 9年以降は移住、乱同組合省（以下移住省と

いう）の所管となっているっ月IJ匹後員軍人の移住は復員軍人省で行って

いるがその数は少ない。 1950/51年以昨の政府の慈住事業匹よる

移住者の数は下表の通り 、移住者梁計約 1 1万家疾、 A 6万人であるが、

ジャワの人口 7,8 0 0万冗比すれば微々たる数で ある。
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表ー 5. 1 9 5 0年以降の年次別移住者数

家族数 I 人数

19 50/51 790 • 2,954 

1952 3,885 1 7,6 0 S 

19 53 1 0, 1 4 1 40,009 

19 54 8,409 29,638' 

1955 5,491 21,389 

1956 6$) 9 1 25,549 

1957 4,968 2 320 1 

1958 4.79 9 20,603 

1959 11,439 46,096 

Total 1950-59 56,013 227,044 

19 60 5,622 22,075 

1961 5,165 20,548 

1962 4.tl7 4 22,0 03 

19 63 7,692 3 2,159 

19 6 4 3,440 14361 

1965 1 3:Z 9 6 5 3';>62 

1966 1,1 48 4h 48 

1967 1,3 1 2 6,166 

1968 2,991 13,742 

1969 1,881 7,'134 

Total 1960-69 4 7,4 2 1 196,998 

1970 4.377 19,696 

1971.d_ 4727 20,954 乙暫定数字

1972卒 14.70 0 立計画数字

To"tal 19 50...:..:71 112,508 464,692 

政府事業匹よる移住者を大別すると、入植移民、非煤業移民（鉱業、

森林労働者等） とがあり、 更妃経費の全額を政府が負担す る移住者 と一

部補助を受ける移住者とがある。 1972/ 73年度の移住省の巧業計

画では、移住家族数 14. 7 0 0戸の区分は次の如 くである。

全額政府負担入植移住 6,300家族

鉱業、林業等の労務者移住 (Sectonaltransruigrati.on) 500 11 

補助移住 (subsidizedsettlers) 4.400 II 
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外領間移住（localtrans皿grution)

計

上記計画移住の移住先予定地は次の如くである。

Lampung 

Benkulu 

80 u th Sn111a tra 

Djarubi 

West Kaliman-r;an 

Central Kalirnantan 

Sou th • 11 

East " 

North 8ul a was i 

Central Sulawasi 

Sou th 11 

8outh-E::i.st Sulawasi 

Maluku 

Wes"t.Irian 

Total 

5, 8 5 0 

8 0 0 

3, 1 5 0 

7 0 0 

3 0 0 

6 0 0 

3 0 0 

3 0 0 

5 0 0 

6 0 0 

b O 0 

7 0 0 

1 0 0 

1 0 0 

1 4, 7 0 0 

3,500家族

1 4,700家族

政府事業としての移住入植は、移住省が入植適地を選定し、道路その

他の基幹工事、土地の整備、入植者住居を建設して、そこへ移住民を入

植させ、 1入植虹家た約 2ヘククールの土地を割当てる。入植者の募

躾、選 こう、 翰送はすべて移住省が行 う。入楢澁民に対しては家屋、簡

単な炭具、一年分の食糧、塩、油その他の生活必需品が無償供与される。

これら に要する移住省の予算の一移住家族当りの単価は次の如く であ

る。
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費

入植者募集投

入植地ま での旅費
（途中の滞在咎を含む ）

住居建設費

目

閑 こん 骰

入植後 一年間の食糧俵

点磁具等の賣材費

管理費（ overhead

入植一家族当 り予算額
（単位 ）レピア）

Rb. 4, D D D 

． 
計

5 8. 0 0 0 

6 5, 0 0 0 

2 0, 0 0 0 

38,000 

2 0, 0 0 0 

5 5, 0 0 0 

2 6 0, 0 0 0 

上記一家族当りの経俄のほか、入植地の基盤整備 として、 水田の楊合

1ヘククール当り 3 5万 Jレピアか＼ ると 見られて いる。

入植地の標準規模l'13.000ヘクク ＿Jレで、 その内 1,0 0 0ヘ ケタ ー

ルを第一次入植者 50 0家庭 （一家族当 り2ヘク タ＿ Jレ ）た割当 て、

1, 0 0 0ヘク タールを共用地（森林、放牧地等）と し、 残りの 1,0 0 0 

ヘククール を第二次移住者へ の割当予備地と して保留する。

第一次入催が定箔 したあと前記の予備地へ第二次、第三次の入植者が

這入るのであるが、 この場合は、土地は無償であるが、他の経仔冗つい

ては一部の補助があるだけ である。

前表の入植農家当 り経費 26万Jレ ピアと 第一次入植地 1,0 0 0ヘクク

ールの幣備費 ヘククール当り 3 5万Jレピアとを合算すると、

Rp :、 家族 Rp 
2 6 0, 0 0 0 X 5 0 0 1 3 0, 0 0 0, 0 0 0 

Rp ht:JC Rt 
3 5 0. 0 0 0 X 1, 0 0 0 ＝ 3 5 0, 0 0 0, 0 0 0 

Rp 

＾ ロ

計 4 8 0, 0 0 0, 0 0 0 

． 

となり、 第一次入植費は 48 0, 0 0 0, 0 0 0 1レビア、米卜＊）レ換算 (Rp
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4 2 0/$ 1)で 1,1 4 3, 0 0 0ドルとなる。この数字からすると、移

住入植たよる水田開発はヘクタール当り約 1,1 0 0ドルとかなり高価と

なる。

政府の移住入棺事芙は、今ま では余り効力をあけていない。初期の移

住は復員軍人対策が焦眉の急であったので復員軍人の集団入柩が主とし

てラ ンポンで行われたが、これは大部分失敗し、入植者は数年 IICして離

脱し、或は、ジャワ厄帰住し、或はランポン内で他の販についた。彼等が

離脱したあとの士地は今日ラソポン匠広大に存任するアランアラン草地

となっている。

農民の移住入植は復員軍人の楊合よりは成功率が高かったといえるが、

自家食糧を作るの匹手一杯で開発効果はさほど大でなかった。

(2) 調査結果の概要

覗査団は移住入植の実情を把握するため、東カリマンタソ、南カリマ

ソタン、西スマトラの入植地数ケ所匠ついて琲地調査を行ったが、各地

区を通じて次のような欠陥が見られた。

入植装家に割当てられた土地の一部だけが開拓されて、他は未利用の

まま放置されている 事例が多い。その原因は次の よう匹考えられる。

U) 灌祇排水等の碁盤整備が不完全なため充分な生産が上げられな 1̂ ')

Ui) 割当地を開堅し、作付するに充分1i:労働力がない。 2ヘクター）レの

割当面栢は畜力利用を考慮して決定されたものであるが、役畜の供給

が伴っておらず、その上、入植者は現金収入を得るため紀かなりの労

働力を兼業に役ぜざるを得ない場合が多い。

更匹碁本的匠は、入棺地の選定が適切であったかどうかの疑問もあ

り、また、移住者の多くが、ジャワの下隈晨民（小作人や土地を持たぬ

晟業労働者）であり、 自らの貢任で疫業経営を行った経験がなく 、 ま

た、教育、技能の程度も低い。

この改善策として ＇1ま、先づ入植地選定に当っての充分な調査、入植
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匠先立つ基盤幣備を完全た行い、 入植殷家の営農設計を立てた上で、

入植ぜしめることが必要である。現行制度では、移住入植を 主管する

移住省は、 読査や怪農投計を立てる技術者を持たず、 しかも、晨業を

主管する煤業省との協力が充分でない。また、灌漑等の碁幹施設の所

管は公共事業省である。従って、移住入植たは、 これら関係各省が協

力して一貫した計画として行う必要がある,0

5.外領掻薬開発に対する日本の協力

(1) イソ ＇ドネジアに対する日本の渫業協力

日本はインドネジア匹対する澱大の援助国 であるが、渋業部門妬つい

ては、政府ベースの技術協力は他の先進固を浚駕 しているものの、資本

協力ではその地位は低いといえる。歩在すでの我国の協力事業は次のよ

う．ーである。

(A) 技術協力

技術協力として次の 5ブロゼクトが実施 されており、専門 家30数

人がこれに従事している。

li) 西部、ジャワ食糧増産

西部、ジャワ地区妃おける米培産のための訓練、普及

lii) 東部、ジャワ、 トウモロコッ埠産

開発輸入の見地よ り東部、ジャ ワのトウモロコツの増産及び品質、

流通の改善

(iil) 稲病害研究

ポゴール中央試験場たおける稲病害の研究

Gv) タジム灌領地区バイロット、プロゼク ト

アジア開銀融資匹 よるタジム地区灌祗事業の受益地 (3,6 0 0ヘ

クタール）の中の約 22 0ヘクタールのパイ ロット 地区営農、技術

指導
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lV) ランポン・農業開発プロゼク ト

ランポソ州たおける晨業普及（水田及畑作）

(B) 資本協カ・

政府ベースの社本協力では、所詣 3Kダム（ジャワのカランカテス、

カリコント及びカリマンタンのリアムカナン）の 建設に対する融資が

あるが、これらのダムは水力発電と 灌漑 との多目的ダムである。その

他たは、ジャワのプランタ ス河デルタ の灌砥改修、南 スラベ、ンのボネ

井糖事業妃 対する読資及び計画中のラソ ポンのト ウモ ロコ、ン翰送道路

建設があり 、 これらも燐業世力といえる。・

(C)民間協力

民間の機業協力はラソポン妃集中し ており 、三井、 伊藤忠、三菱の

三社が各々合弁軍業を行っ ている。ラソポソ以外では、西ジャワにお

けるエーザイの薬草栽培があ り、また、 試作段階 としては南スラベジ

の東棉（カッサパ等）、北スマトラの協同飼科（トウモロコジ、タバ

コ）、三井物産 （喪蚕 ）、 西スマトラの吉田産業（務蚕 ）、大昌産業

（茶）、グラスマソ（アバカ）などがある。

(2) 日本の協力の方向

インドネジアた対する我国の巖業協力を考える場合、次の二つの観点

がある。その一つはインドネジア経済の発展を助けるという、いわば経

済協力本来の立埠か らの協力であり、 最近わが国の政府がエカフエ 総会

等で経済協力における農業重点ということを 言明しているのは、このよ

うな 観点からの盛業協力である。

第二の 源点 は、 わが国が必要とする 飼料、油脂原科、 木材、畜産物な

どの一次産品の安定的供給源としてのイ ンドネジアの燥業の開発匹協力

するという 親点で、所請開発輪入と言われるものである。

我国の インドネ 、ンア匹対する燥業協力の内で、政府ベースのものは殆

どすぺて第一の 立塩からするものであるが、 東部、ジャワたおける トウモ
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ロコ、ン踏産技術協力、及びラソポン州のトウモロコ、ンう首路建設のための

借款（計画中）は、主として院発輪入の見地からの協力である。

民間協力は主と して 開発輪入の立場から行われて来たが、イソドネ、ン

アの内需用農産物 （例えば砂糖、 ローゼル）や世銀市場同けを目的とす

る作物（バーム、 ゴム等）冗ついての民間協力もあり碍る。

燥業協力冗は以上の二つの立堤或は動成があるが、 インドネツア妬対

する晟業協力た於ては、この二つを統一的た、或は少 くとも 関連づけな

がら進めるこ とができそうで ある。すなわち、イソドネツアの農業開発

の竿ーの直点は食糧特冗米の増産であるが、米が培産されれば、米の代

替食程たる トウモロコッ、 カッサパ、大豆などの輸出余力が出て来る訳

である。特匹外領匹おける米の地産は、その地域匠おけ るトウモロコ、ン

等の罪発翰入事業を可能ならしめる前提条件と 言っ ても過言ではない。

現在行なわれている 我国の批業協力は、上記二つの立手の間、政府ペ

ースの技術協力と査本協力相互の間、更たは政府協力と民閤協力との間

の関連が薄く 、夫 々が孤立 して 計画 され、 実施されているところ陀問題

がある。

政府ベースの技術協力と箕本協力との閣連匹ついては、西部・ジャワ米

増産協カプ ロゼクトや 東部ジャワ、 トウモロコソ培産プロゼクトは、対

象地区内の農民冗対する 営澁疫金な どの融衰事業に対する 質本協力と組

合せること妬より 、 その効果を高めえるで あろう。 一方、 資本協力とし

て行なわれる 湘祇ダムの建設殺資冗は、その受益地内の営農指導、技術

指導を組合せることにより 濯蔽の効果を発揮しうるものである勺この点

で、中部 、プャワのタジム地区で実施 している 技術協力の如 く、ア 、ジア関

発銀行の灌漑融資 プロゼクトと組合せて行っているのは有効な方法であ

ると思われる。

また、世銀やア、ジ銀が行っているよう匠、融費の中冗技術祇力を含め、

イソドネツア政府は借り受けた金の中から再門家を雇傭するという万法
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も、資本と技術の一体化という点で効率的であろう。南スラベジのポネ

の製糖事業について、インドネ、ンア政府が日本の経済協力禁金から借入

れる融資の中た技術指導を含ませているのはこの方式であり、また最近

(1 9 7 3年 9月）、フィリビソ政府と 経済協力碁金 との間で成立した

同国の米、 トウモロコ、ン種子坪殖配布プロゼク ト匹対する基金融資の中

に、 日本人専門家の技術指導費を含在せているのもこれである。

政府協力と民間協力の関係では、従来は農業開発事業を行 う企業た対

する政府資金 （経済協力基金）の融資の外は、政符が民間農業開発事業

を支援することは殆ど無か った。

民間協力を促進する冗は、 事業予定地及びその周辺地（てついての適地

調蒼、栽培する作物の品種、栽培方法、病害虫等（てついての試験研究等

［疋ついて、政府が技術的支援を与えることが必要である。これらの民問

事業のための調査や試険研究を政府が直接行うことが困難ならば、補助

金を交付し て支援するという方法もある。（一次産品開発事業たついて

は通産省の調査補助金があるが甚だ少額である。）ラソポソ州しておいて

は、 ミツゴロが発足して数年してから政府ベースの技術勤力が行なわれ

るよう妃なり、また、 トウモロコ、ン生産地への道路の建設に対して政府

借款をする こと たなった。 この坦合は民間先行型といえるが、中部スマ

トラ 匠おける西独の協力の埠合は政府ベースの技術協力が先行し、数年

後妬民間たよる開発事業が始められ るという政府先行型である。

今後のインドネジア妃対する煤業協力たおいては、政府協力と民間協

力とは、どちらが先行ということではなく、当初から両者を結び合せた

プロゼクトとして計画すぺきである。

(2) 外領股業開発冗対する阻力

上述の如き外領開発の重要性及び日本の農業協力の 任るぺき 方同から

見て、今後、わが国が外領の農業開発匹対し協力すぺき分野がきわめて

大きいと思われる。すて冗ランポン州妬おいては、 日本の民間協力妬 よ
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る急激なトウモロコ、ンの増産が進行しつ＼あるが、今後は他の外領地域

及び他の稲々な作物紀ついての開発事業がある。その一つとしてインド

ネジア政府は、外領たの未開地を拓いて、米をエステート方式たより培

産しようという撒想をもって、これ たついて我国の協力を求めている。

このエステート方式冗よる米痢産の構想の根拠としては、外領 では土地

が豊富で人口が少ないから、労働生産性の高い磯械化方式が米増産を早

期冗実現しうるものとしており、そのような米エステート冗対する日本

の民間企業の投資及び経営を求めている訳である．）（日本以外にアメリ

カの企業にも協力を求めているようで、既にカルテックス石油会社がこ

れに応じようとしている由である。）

我国としては外領匹おける米増産紀は進んで協力すぺきであり、ま1t、

それは我国の協力紀最も適したプロゼクトであると言えよう。しかし、

インドネツァ政府の米エステート構想匹は次のような疑問や難点がある

ので、この方式そのままの形ではなく、次のような方向で協力すぺきで

あろう。

(i) アメリカやオーストラリアで行われているような大規嘆機械化米作

が、インドネ・ンアの気候、土地条件のもとで、そのまま行えるかは疑

問である。・

(ii） ．大規模猥械化栽培がある程度可能であるとしても、数力所のエステ

ートで生産する米のははインドネツアの必要増産量のうちのわずかの

部分妬しか過ぎない()・̀

liii) 外国資本のエステートが植民地時代のエステートのよう匹、一周辺没

民と孤立したものであることは好まし くない。 周辺燐民と共存共栄の

閣係妬立ってインドネジア燥民の生産同上た役立つもの であることが

望ましい，、

OV) 上記の見地から、エステートを中核とする入植団地 (sett、1ement)

を造成し、エステートはその核として直営農場における生産のほか、

-42-
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入植棧民た対する． l、ラクターサーピス（賃耕 ）、 種子、肥料、 晟薬の

提供（前貸） 、染団病虫害防除、 生産物の集荷、精米、貯蔵、出荷な

どの 業務を行うものとする。 （中核エステート方式）

(V) 中核エステー ト方式匹よる開発は、国内移住事業 lTra-rsmigra'tion) 

と一体として行われるものである。したが って、こ の方式は一方妬お

いて米増産政策の一部であると 共冗、ジャワの過剰人口を外領厄移し

て外領開発を行うという Transruigration政策でもある。

⑱ 中核エステ＿卜方式花よる米坪産は水稲にかぎらず、陸稲 とトウモ

ロコジ、キャッサパ、大豆等の食糧作物とを組合せた形でも 考慮すぺ

きで あ り、畑作開発の場合は、開発役が水田の場合よりも安 く、また

磯械化導入が容易である。

CviP この事業は、かんがい基幹施設、道路その他の公共平業｛て多釦の資

金を要するが、 この資金を民間投資に含ませること はで きないので、

民間プロジェクトと一体的匹政府間ペースの協力（ 資本協力および技

術協力）を行う必要がある。また、入植粒家の移住代、移住地の社会

施設（医療、学校等 ）や、入植裳民た対する技術指導等たついても政

府の援助を必要 とする。

上記のような核エステート 方式は、米のみならず、 トウモロコッ、カ

ッサパ等の開発喩入作物の外領における培産には 一吊有効な方式である。

ラソポソたおいてミツゴロ等の企業的エステート た よるトウモロコ・ン生

産事業が発展 したのは、周辺た雇備労働の給源とし ての入植盛家があっ

たこと及び、 地域内匠米の生産があり、米価が比較的安い こと の条件が

あった ことを 指摘したがこの点か ら見て、今後、既存淡家の居ない全 く

の未開発地で生産事業を行う 坦合 は、移住入植 と組合わさねばならぬ し、

また、その入植地の食糧が 自袷又は安価に入手しうるよう、入植地の一

部冗水稲又は陸稲を栽培するか、 或は米作エステート 団地匠近いところ

に畑作入植地を選ぶということが必要であろう。
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以上のような核エステート方式（（Cよる外領開発、 食凋及び蹄出作物の

増産匠日本が協力する場合、 相当多額の政府資全及び民間資金を要する

こと冗なる が、その責金の調達よりも、 もっ と雄かしいのは協力事業に

当る技術者及び経営者の調達の問題 であろ う。

この問題た対処するため匹は、最初にスクートする核エステート冗日

本人及びイ;/ドネ・ンア人の訓練施設を附設し、そこで実地体険を通じて

挫成された 人材を第二、 第三の後発プロゼクト匠供給するということが

必要であろう。
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附図 イソドネツア略図
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海外煤業に対する協力事業ならびに 開発事業匠従事したい方

海外煤業に対する協力事業ならびに開発事芙匠必要な人材を求めている方

は本財団へご連絡 ください。

海外殷莱開発財団は左の事業を行なっています。

〇 海外農茉技術者となることを希望する方の登録とプール

0 新人の海外技術者への養成

〇 待隈中の技術のプラッツュアップ匹必要な研修我の貸付

● 0 海外農業の i仙力および曲発事菜をしている団体、企業への優秀な農業技
術者のあっせん

〇 海外農業調査団の編成 ・選出

〇 海外農業清報のしゅう集、紹介

． 
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